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・無過失責任（Strict Liability ; SL）：取締役が会社に損害を与えると，取締
役の忠実義務行動に関係なく，取締役は損害を賠償しなければならない。
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５６ 松山大学論集 第２２巻 第２号
日における分配可能額を超える場合に限る。）における当該株主総会に係る総会議案
提案取締役
ロ 第２３４条第４項後段（第２３５条第２項において準用する場合を含む。）の規定に
よる決定に係る取締役会の決議があった場合（当該決議によって定められた第２３４条
第４項第２号（第２３５条第２項において準用する場合を含む。）の総額が当該決議の
日における分配可能額を超える場合に限る。）における当該取締役会に係る取締役会
議案提案取締役
六 前条第１項第８号に掲げる行為 次に掲げる者
イ 第４５４条第１項の規定による決定に係る株主総会の決議があった場合（当該決議
によって定められた配当財産の帳簿価額が当該決議の日における分配可能額を超える
場合に限る。）における当該株主総会に係る総会議案提案取締役
ロ 第４５４条第１項の規定による決定に係る取締役会の決議があった場合（当該決議
によって定められた配当財産の帳簿価額が当該決議の日における分配可能額を超える
場合に限る。）における当該取締役会に係る取締役会議案提案取締役
２ 前項の規定にかかわらず，業務執行者及び同項各号に定める者は，その職務を行
うについて注意を怠らなかったことを証明したときは，同項の義務を負わない。
３ 第１項の規定により業務執行者及び同項各号に定める者の負う義務は，免除する
ことができない。ただし，前条第１項各号に掲げる行為の時における分配可能額を限
度として当該義務を免除することについて総株主の同意がある場合は，この限りでな
い。
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